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連結決算及び通期業績予想のポイント
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✈ 世界的に出⼊国制限の緩和の動きが加速し、加えて、⽇本⼊国時の⽔際対策の緩和や国内での⾏動制限の
緩和もあり、旅客便発着回数および航空旅客数において2021年度を⼤幅に上回りました。

✈ 航空取扱量の増加に伴い、営業収益は2期連続の増収となりました。営業利益以下は3期連続の損失を計
上したものの、営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失、それぞれの損失は2021年度決算
から改善しました。

2022年度 決算

2023年度 通期業績予想

✈ 国際線は、中国⼈の訪⽇観光渡航が2023年度に再開され、年度末へ向けて漸次回復していくと⾒込むほか、
国内線は、2022年度並みの⽔準が継続すると⾒込んでいます。コロナ禍前との⽐較では航空機発着回数は約
9割、航空旅客数は約8割まで回復すると想定しています。

✈ 営業収益は3期連続増収となる⾒通しです。また、営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失
についても、2022年度決算から更に改善し、⿊字決算になると予想しています。
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Ⅰ. 2022年度 航空取扱量 実績ハイライト



航空取扱量実績

【参考】
2019年度⽐

％
(B)／(A)×100

増減
(B)ー(A)

2022年度
実績
（B）

2021年度
実績

（A）

68.8%129.3%4.017.813.8航空機発着回数
（万回）

61.9%121.1%2.212.510.4国際線

93.8%154.0%1.85.23.4国内線

49.5%317.0％1,4042,052647航空旅客数
（万⼈）

39.9%578.2％1,1211,356235国際線

25.0%635.2％28834254⽇本⼈

39.2%901.2％57965272外国⼈

96.8%334.4%254362108通過客

93.2%168.6％283696413国内線

107.4％84.2%△41220261国際航空貨物量
（万ｔ）

64.5%112.0%30285254給油量
（万 kl）
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旅客便発着回数及び旅客数の動向

 国際線は、世界的に出⼊国制限の緩和の動きが加速し、加えて、2022年10⽉より⽇本⼊国時の⽔際対策が
緩和されたことを受け、旅客便発着回数・旅客数は前期を⼤きく上回りました。

 国内線は、国内での⾏動制限の緩和もあったことから、前期を⼤きく上回り、コロナ禍前とほぼ同⽔準となっています。

【参考】
2019年度⽐

％
(B)／(A)×100

増減
(B)ー(A)

2022年度
（B）

2021年度
（A）旅客便発着回数(回)

47.3%164.1%32,34682,82650,480国際線

96.3％155.0%18,41651,87433,458国内線
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25%
Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

2020年度 2021年度 2022年度

国際線出⼊国旅客

国際線通過客

国内線旅客
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国際線

国内線

-85%

旅客便発着回数の推移 2019年度同期⽐ 2019年度同期⽐航空旅客数の推移

-12%
-7%

-17%

7%

-29%

-81%
-91%

-99%

-91%
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新規就航航空会社及び路線(2022年度リリース分)

2022年7⽉9⽇
⾹港貨運航空
⾹港線

2022年7⽉9⽇
⾹港貨運航空
⾹港線

旅客便旅客便

貨物便貨物便

2022年7⽉2⽇
チェジュ航空(LCC)
仁川線

2022年7⽉2⽇
チェジュ航空(LCC)
仁川線

2022年10⽉30⽇
フライカンウォン(LCC)
襄陽線

2022年10⽉30⽇
フライカンウォン(LCC)
襄陽線

2022年12⽉12⽇
ZIPAIR(LCC)
サンノゼ線

2022年12⽉12⽇
ZIPAIR(LCC)
サンノゼ線

2022年9⽉1⽇
ユナイテッド航空
サイパン線

2022年9⽉1⽇
ユナイテッド航空
サイパン線

2022年10⽉1⽇
ASL航空ベルギー
リエージュ線

2022年10⽉1⽇
ASL航空ベルギー
リエージュ線

2022年11⽉5⽇
順豊航空
⻄安線

2022年11⽉5⽇
順豊航空
⻄安線

2023年2⽉1⽇
フィリピンエアアジア(LCC)
マニラ線

2023年2⽉1⽇
フィリピンエアアジア(LCC)
マニラ線

2023年3⽉2⽇
エルアル イスラエル
テルアビブ線

2023年3⽉2⽇
エルアル イスラエル
テルアビブ線

2022年8⽉18⽇
⼭東航空
済南線

2022年8⽉18⽇
⼭東航空
済南線

2022年12⽉15⽇
バティックエアー マレーシア
クアラルンプール線

2022年12⽉15⽇
バティックエアー マレーシア
クアラルンプール線

2023年1⽉12⽇
グレーターベイ航空
⾹港線

2023年1⽉12⽇
グレーターベイ航空
⾹港線

2022年12⽉23⽇
エアプレミア
仁川線

2022年12⽉23⽇
エアプレミア
仁川線

2022年5⽉25⽇
エアプサン(LCC)
仁川線

2022年5⽉25⽇
エアプサン(LCC)
仁川線
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Ⅱ. 2022年度 連結決算ハイライト
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【参考】
2019年度⽐

％
(B)／(A)×100

増減
(B)ー(A)

2022年度
実績
（B）

2021年度
実績

（A）(単位︓億円)

55.4%158.4%4841,313829営業収益
（外部顧客への売上⾼）

55.4％145.5％188602413空港運営事業

39.9％418.3％28737790リテール事業

99.0％102.9％8303295施設貸付事業

99.9%100.4%02929鉄 道 事 業

83.1%123.2%3061,6311,324営業費⽤

--177△317△495営業利益

--51△500△551空港運営事業

18.3%-13644△92リテール事業

98.6%92.8%△10130140施設貸付事業

101.0%83.4%△167鉄 道 事 業

--21△482△504経常利益

--22△502△524親会社株主に帰属する
当期純利益

連結決算概要
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セグメント別損益の状況①

空港運営事業

（単位︓億円）
【参考】

2019年度⽐
％

(B)／(A)×100
増減

(B)ー(A)
2022年度

実績
（B）

2021年度
実績

（A）

55.4%145.5%188602413営業収益
（外部顧客への売上⾼）

61.2%115.7%34250216空港使⽤料収⼊

40.9%411.3%12216239旅客施設使⽤料収⼊

64.5%112.0%109988給油施設使⽤料収⼊

70.1%130.4%219069その他収⼊

--51△500△551営業利益

--（営業利益率）
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セグメント別損益の状況②

（単位︓億円）
【参考】

2019年度⽐
％

(B)／(A)×100
増減

(B)ー(A)
2022年度

実績
（B）

2021年度
実績

（A）

39.9%418.3%28737790営業収益
（外部顧客への売上⾼）

37.9%609.0%23528146物販・飲⾷収⼊

37.4%221.6%224018構内営業料収⼊

57.3%215.3%295525その他収⼊

18.3%-13644△92営業利益

11.7%-（営業利益率）

リテール事業
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セグメント別損益の状況③

（単位︓億円）

（単位︓億円）

鉄道事業

【参考】
2019年度⽐

％
(B)／(A)×100

増減
(B)ー(A)

2022年度
実績
（B）

2021年度
実績
（A）

99.0%102.9%8303295営業収益
（外部顧客への売上⾼）

98.6%92.8%△10130140営業利益

41.1%45.8%（営業利益率）

【参考】
2019年度⽐

％
(B)／(A)×100

増減
(B)ー(A)

2022年度
実績
（B）

2021年度
実績
（A）

99.9%100.4%02929営業収益
（外部顧客への売上⾼）

101.0%83.4%△167営業利益

20.7%24.8%（営業利益率）

施設貸付事業



783 615

△ 296

△ 86 △ 17

△ 402 △ 269

△ 3,362

△ 247

△ 658

381 345

△ 3,658

△ 334
△ 676

△ 4,000

△ 3,000

△ 2,000

△ 1,000

0

1,000

2,000

2018年度
期末

2019年度
期末

2020年度
期末

2021年度
期末

2022年度
期末

営業キャッシュ・フロー 投資キャッシュ・フロー フリー・キャッシュ・フロー
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連結キャッシュ・フローの概要

主要増減要因
(+)︓増加、(ー)︓減少

増減
(Ｂ)－(Ａ)

2022年度
（Ｂ）

2021年度
（Ａ）

（+）税⾦等調整前純損失の改善等69△17△86営業キャッシュ・フロー
（ー）固定資産の取得による⽀出△411△658△247投資キャッシュ・フロー

△341△676△334フリー・キャッシュ・フロー

（+）社債の発⾏による調達195695499財務キャッシュ・フロー

191,7701,751現⾦及び現⾦同等物の
期末残⾼

（単位︓億円）

（単位︓億円）
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Ⅲ. 2023年度 連結業績予想



15

2023年度 航空取扱量⾒通し

【参考】
2019年度⽐

％
(B)／(A)×100

増減
(B)ー(A)

2023年度
⾒通し
（B）

2022年度
実績

（A）

93%135.0%6.224.017.8航空機発着回数
（万回）

94%151.2%6.419.012.5国際線

90%96.1%△0.25.05.2国内線

85%172.8%1,4943,5462,052航空旅客数
（万⼈）

82%205.3%1,4272,7831,356国際線

102%109.6%67763696国内線

100%92.7%△16204220国際航空貨物量
（万ｔ）

81%126.2%75359285給油量
（万 kl）
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【参考】
2019年度⽐

％
(B)／(A)×100

増減
(B)ー(A)

2023年度
⾒通し
（B）

2022年度
実績

（A）

84.6%152.7%6922,0061,313営業収益
（外部顧客への売上⾼）

86.7%156.6%340943602空港運営事業

77.6%194.8%357735377リテール事業

95.8%96.7%△9294303施設貸付事業

97.3%97.4%△02929鉄 道 事 業

99.5%119.7%3211,9531,631営業費⽤

13.0%-37053△317営業利益
--284△216△500空港運営事業

68.2%373.2％12216744リテール事業

71.1%72.1%△3694130施設貸付事業

97.6%96.7%△066鉄 道 事 業

4.9%-50119△482経常利益

2.5%-5086△502親会社株主に帰属する
当期純利益

2023年度 連結業績予想

（単位︓億円）
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資⾦調達⽅針及び格付け情報

最終変更⽇短期⻑期（アウトルック）格付け会社名
2022年10⽉4⽇a-1+AA  （安定的）格付投資情報センター（R&I）
2023年5⽉24⽇-AA+（安定的）⽇本格付研究所（JCR）

2021年度実績

2021年度実績

資⾦需要や収⼊動向、⾦融市場等に関する適切な情報把握を徹底

機能強化等の投資案件に
対する

国への公的⽀援等の要請

柔軟かつ機動的な調達に
対応

格付け情報

2022年度実績

2022年度実績

 「更なる機能強化」の進捗に応じた
無利⼦借⼊⾦…50億円

 短期資⾦調達…1,100億円
 社債発⾏…660億円

*年度累計額。短期借⼊⾦は返済済みの額を含む

 短期資⾦調達…1,280億円
 社債発⾏…1,006億円

 「更なる機能強化」の進捗に応じた
無利⼦借⼊⾦…154億円

2020年度実績  「更なる機能強化」の推進を⽬的とした
財政融資資⾦…4,000億円

*年度累計額。短期借⼊⾦は返済済みの額を含む

※令和5年度政府予算案において機能強化事業を⽀援することを⽬的とした無利⼦貸付120億円を計上

*2022年11⽉借⼊
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Ⅳ. ⾜元の経営トピックス
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我が国の基幹インフラとして、ヒトやモノの交流を活性化して⽇本の国際交流や産業、観光の国際競争⼒強化に貢献

① 旅客事業
直⾏需要とともに三国間流動や国際線・国内線の乗継需要を
取り込み、世界と繋がる多様なネットワークをもつ国際ハブ空港

② 貨物事業
直送需要とともに三国間継越需要も取り込み、路線便数とも
に多様な航空物流ネットワークをもつ東アジアの貨物ハブ空港

③ 空港アクセス
速達性・利便性・確実性が確保され、公共交通が充実し渋滞
の少ないアクセシビリティ

④ 地域共⽣
地域と空港が相互に連携し、⼀体的・持続的に発展していくた
めの積極的な取組みと雇⽤の確保

変化する航空ニーズへの柔軟な対応
⽼朽化が進み、開港時から変わらない分散・⾮効率な施設を

改善し、施設取扱容量を拡⼤
 ファストトラベルや円滑な乗継、多様なネットワークなどによる旅客

利便性・快適性・体験価値向上
 インバウンド旅客が⽇本らしさを体感できる空間・サービス提供
先端技術導⼊による効率性・⽣産性向上、⾃動化・省⼈化
安全・安⼼・安定運⽤とレジリエンス強化への対応
公共交通・道路等による空港アクセスの改善強化
脱炭素化等によるサステナブル社会実現への貢献
地域と空港の⼀体的・持続的な発展への貢献

②新貨物地区の整備により
航空物流機能を集約

③様々な選択肢で空港全体
としての最適アクセスを実現

④地域と空港との相互連携
による⼀体的・持続的発展

①旅客ターミナルを再構築し
集約型のワンターミナルへ

『新しい成⽥空港』構想の⽅向性

主要課題 ⽬指すべき国際拠点空港としての姿

成⽥空港の使命

『新しい成⽥空港』構想
成⽥空港の使命・主要課題・⽬指すべき姿と⽅向性



『新しい成⽥空港』構想
①旅客ターミナルを再構築し、集約型のワンターミナルへ
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2. 多様な航空ニーズに対応可能な柔軟性

3. 利⽤者視点での利便性や快適性

4. 先端技術導⼊による効率性・⽣産性向上

5. 災害に強い⾼レジリエンスと
環境負荷の低減

1. 施設集約による柔軟性・⾼効率性・コスト低減

集約ワンターミナルにより、複数分散型に⽐べコンパクトな規模で⼗分な取扱容量を確保
できる限りコンパクトな施設にすることで投資・ランニングコストも抑制
施設、設備、グランドハンドリング等のリソースを集約・共⽤化し、⾼効率運⽤を実現

ワンターミナルとすることで、多様なエアライン提携関係の変化に柔軟に対応

ワンターミナルは旅客にとってシンプルでわかりやすく、乗継利便性も向上
⽇本らしさといったお客様の旅を彩る空間の演出を統⼀的にデザイン

最先端技術を積極的に取り⼊れ、業務効率化と⽣産性向上を推進

イレギュラー時の旅客滞留により混雑集中
が懸念されるエリアは⼗分なスペースを確保

エネルギーマネジメントの⾼度化や創エネ、
建築物のZEB化等を推進

世界と繋がる多様なネットワークを持つ国際ハブ空港を⽬指して、コンパクトな集約ワンターミナルを整備し、使いやすくわかりやすく、
乗継利便性や空間デザイン、災害・環境に配慮した旅客ターミナルを実現

新旅客ターミナル内部イメージ

既存ターミナルを運⽤し
ながら、需要の増⼤に
合わせて新ターミナルを
段階的に整備し、旅客
取扱能⼒を増強

更なる機能強化完了時

ワンターミナル PHASEⅠ

ワンターミナル PHASEⅡ

現ターミナルを運⽤しながら段階的にワンターミナルへ

チェックイン･保安検査･
出⼊国⼿続き等の機
能を集約。わかりやすさ
や利便性の向上、更な
る⾼効率運⽤を実現

新C滑⾛路の整備及び
B滑⾛路の延伸により、
滑⾛路の処理能⼒は
⼤幅に向上



『新しい成⽥空港』構想
②新貨物地区の整備により航空物流機能を集約
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継越需要も取り込む東アジアの貨物ハブを⽬指して、最⾼⽔準の物流効率性を追求する新貨物地区を整備し、隣接物流施設との⼀
体的運⽤や⾼規格道路とのスムーズなアクセスができ、環境負荷の低減や地域発展にも貢献する貨物取扱施設を実現

4. 圏央道ICから新貨物地区へのアクセス

6. 周辺地域と新貨物地区との連携による新たな需要の創出

3. 継越拠点として選ばれる制度⾯の対応

5. 環境・コストへの配慮

1. 貨物上屋とフォワーダー施設が空港内で密接に連携した新しい貨物フロー
物流のムダを削減した最⾼⽔準の効率性追求
航空会社とフォワーダーの連携によるトランジット需要の取り込み
徹底的な⾃動化・機械化による効率性・⽣産性向上

スムーズなアクセスによる物流コスト及びリードタイムの削減
貨物⾞両の渋滞回避や周辺道路の混雑緩和

 EC/流通加⼯拠点、機器ストック/メンテナンス拠点、⽣鮮品輸出拠点など新たな価値・需要を創出

フォワーダーが⾃由にフライトを組み合わせ可能な継越⼿続きの実現
貨物便に対するオープンスカイ、以遠権活⽤の検討

エネルギーマネジメントの⾼度化や創エネ、建築物のZEB化等を推進
モーダルシフト、共同輸配送、鉄道貨物輸送の検討、フォークリフト・トラックなどの脱炭素化の推進
今後の需要動向を踏まえ、段階的整備についても検討

2. 隣接物流施設との⼀体的運⽤
⼟地利⽤法制の弾⼒的活⽤により隣接地に整備される物流施設との
⼀体的運⽤を通じた効率性・⽣産性向上

国際貨物
ネットワーク

直送
需要

トランジット
需要

効率性
⽣産性

労働⼒

情報

環境

施設

東アジアの貨物ハブ

貨物エリア⼀体のフルオートメーション

⾼速ICとの
ダイレクトアクセス

⾼速道路アクセス海外事例（仁川空港）

複合的課題に適切に対応して東アジアの貨物ハブへ



JR成⽥駅
京成成⽥駅

空港
第2ビル駅

成⽥空港駅
【成⽥空港周辺
(点線は単線区間)】

成⽥湯川駅

鉄道アクセスの現状

『新しい成⽥空港』構想
③-1様々な選択肢で空港全体としての最適アクセスを実現（公共交通）
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インバウンド旅客や地域の利⽤者も想定し、速い、気軽、確実、楽に、安く、環境にやさしくなど、各アクセスの特性・⻑所をいかした様
々な選択肢により、空港全体としての最適アクセスを実現

2. バス、タクシー・ハイヤー

1. 鉄道アクセス

有識者提⾔（※）を踏まえ、空港会社が中⼼となり
鉄道アクセス改善の全体像を描き、関係者の参画を
得て整合的に推進

柔軟な特性を活かして利⽤者の多様なニーズに対応するため、事業者をはじめとする関係者と連携して、
アクセス利便性の向上につながる取組みを推進

新ターミナル整備にあわせ、容量拡⼤やアクセス機能の集約など利便性向上について幅広く検討

1時間あたり所要時間

最⼤3本最短51分JR成⽥エクスプレス

最⼤3本最短36分京成スカイライナー

最⼤3本最短70分京成本線快速特急

※有識者提⾔『⽇本の空の⽞関・成⽥空港の鉄道
アクセス改善 に向けて』（2022.7）（⾻⼦）
1. 現⾏鉄道施設での輸送⼒向上
2. 空港内・空港周辺単線区間・都⼼側の輸送⼒向上
3. 空港駅ホーム拡充
4. 都⼼側について既存ストック最⼤限活⽤

• 新規参⼊促進や増便・バスポール共⽤化
による運⽤効率化・案内表⽰改善・決裁
⼿段多様化・Maas導⼊

• 空港内道路整備にあわせたBRTなど 空
港と周辺地域との運⾏利便性向上

• パークアンドバスライドによる混雑緩和や利
便性配慮

バス

• 運賃低減に向けた乗合タクシーやタク
シー・ハイヤー配⾞サービス等の導⼊

• グループ・家族向け中⼤型タクシーの導
⼊促進

• Maas連携による他アクセスと組み合わせ
た低廉なサービスの実現

タクシー・
ハイヤー

100%以上の時間帯

年間50万回発着時の鉄道混雑率推計

自宅 空港内
駐車場

ターミナル

自宅 P&R
駐車場

ターミナル

時間・コストの工夫

パークアンドライドの概念

MaaSイメージ
※空港第2ビル駅までの所要時間



『新しい成⽥空港』構想
③-2様々な選択肢で空港全体としての最適アクセスを実現（道路交通）
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4. 空港内道路の再編

3. 空港周辺道路網の検討

空港内道路を信号の少ない、周回型でわかりやすい道路に再編
旅客・貨物の動線分離を徹底するなどの交通計画の策定

更なる機能強化に伴う付替道路の着実な整備
関係道路管理者の連携・協⼒による将来道路交通分析や交通安全を

含めた課題抽出と対策案の検討
広域的な⾼速道路網と空港・地域との接続性向上によるアクセシビリティ

とリダンダンシーの確保
空港に関わる道路交通が⽣活道路環境に与える影響を最⼩限に抑える

⼯夫などによる地域ネットワークへの貢献
圏央道への接続を検討している新規ICについて関係者と連携して検討を

推進

分岐が連続し判りにくい

動線が混在・信号交差点が多い

空港内道路の再編

東関道
水戸区間

銚子連絡道
横芝光IC～旭市間

圏央道
大栄JCT～松尾横芝IC

千葉北道路
市川市～鎌ケ谷市間
成田市押畑～大山

周回型に再編

東関道・空港・圏央道を
速達性の⾼い道路で接続

空港内外の交通を円滑処理
リダンダンシー機能や広域なアク
セスルートの確保

※新規IC（検討中）

広域的な幹線道路

※新規ICは、実現に向けて関係者で検討していくこととしているが、位置も含めて検討中、設置は未定



『新しい成⽥空港』構想
④地域と空港との相互連携による⼀体的・持続的発展
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地域と空港の相互連携による⼀体的・持続的発展を⽬指し、NAAによる地域振興策への積極的貢献と、地域雇⽤を確保するための
「魅⼒ある就労環境づくり」と「住みたくなるまちづくり」を推進

2. 地域と空港機能の連携

3. 地産地消の積極的取り組み

1. 地域に経済循環を拡⼤
関係者が連携し、空港周辺へのEC/流通加⼯拠点、機器ストック/メ

ンテナンス拠点、⽣鮮品輸出拠点等の産業誘致・集積について検討
地域の観光資源やコンテンツの発掘・創出、空港起点の観光圏や新

たな地域ビジネス展開などについて検討

⻑期駐⾞や従業員を念頭においたパークアンドバスライドなど、空港
機能の⼀部地域展開について地域と連携して検討

地元産の⽊材活⽤など、サステナブル社会実現に向けた地産地消
の積極的取り組みについて地域とともに検討

空港周辺への産業集積イメージ

4. 空港を⽀える雇⽤環境

5. 地域と空港の交流

空港において地域の⽅が働きたくなる「魅⼒的な就労環境づくり」を推進
空港と地域が連携して、空港従業員や家族の暮らしを⽀える「住みたくなるまちづくり」を検討

地域の⽅が空港を訪れ、相互交流できる施設や交通機能を活かした
魅⼒あるまちづくりについて調査検討

6. 脱炭素化に向けた地域との連携
周辺地域の農業・林業由来のSAF・再⽣可能エネルギーの供給など、

空港の脱炭素化に向けた地域との連携可能性について、関係者とと
もに研究・調査

成⽥空港

国産⽣鮮品輸出拠点航空機
エンジンメンテナンス拠点 出典︓左から時計回りに

⾹港国際空港HP、ENCO HP、京セラHP、薬事ドットコムHP、
成⽥市場HP、プラット・アンド・ホイットニーHP

半導体製造装置
・医療機器メンテナンス拠点

グローバル
Eコマースハブ

医療ツーリズム

地元産⽊材・⽯材などをターミナルに使⽤

ノルウェー・オスロ空港

ドイツ・ミュンヘン空港 Airport Center

地域交流・イベントで利⽤する屋根付きオープンスペース



『新しい成⽥空港』構想
新旅客ターミナルと新貨物地区の配置 ※今後の検討により変更が⽣じる場合があります。
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B滑⾛路
延伸

B滑⾛路
延伸

圏央道
(事業中)
圏央道

(事業中)

C滑⾛路
新設

C滑⾛路
新設

⼟ 地 利 ⽤ 規 制 の 弾 ⼒ 的 活 ⽤ に よ る
空 港 隣 接 地 と の ⼀ 体 的 運 ⽤

⼟ 地 利 ⽤ 規 制 の 弾 ⼒ 的 活 ⽤ に よ る
空 港 隣 接 地 と の ⼀ 体 的 運 ⽤

新 貨 物 地 区新 貨 物 地 区

新 旅 客 タ ー ミ ナ ル新 旅 客 タ ー ミ ナ ル 新貨物地区
• 滑⾛路の配置とバランスの取れた位置
• 圏央道に隣接し、スムーズな接続が可能
• 隣接地との⼀体的運⽤が可能
• ある程度まとまりのあるエリアが確保可能

集約型新旅客ターミナル
• 滑⾛路の配置とバランスの取れた位置
• 既存ターミナルの運⽤を継続しながら段階的な整備が可能
• アクセス機能（鉄道・道路）の接続が可能
• ある程度まとまりのあるエリアが確保可能

施設配置イメージ

• イメージCGは現状の航空写真に「更なる機能強化」の計画内容を合成したものをベースにして、新旅客ターミナルと新貨
物地区の配置のイメージを記したものです。
• 配置計画については今後の検討により変更が⽣じる場合があります。またCG内表現の⼀部について簡略化しております。

成 ⽥ 空 港 の 現 状成 ⽥ 空 港 の 現 状

成 ⽥ 空 港 の 現 状成 ⽥ 空 港 の 現 状
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株式会社Green Energy Frontier について
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株式会社 Green Energy Frontierの具体的な取り組み
〜空港に供給するエネルギーの2050年脱炭素化に挑戦〜
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⽀援措置の終了及び料⾦改定について

 航空会社やテナントの費⽤負担を軽減し、航空機の運航や店舗運営の継続を図ることを⽬的に、2020年 3 ⽉に決定した
「緊急措置」から料⾦の⽀払い猶予及び減免措置を実施してきました。

 しかし、国際線は2022年10⽉の⽔際対策緩和に伴い、発着回数、旅客数ともに回復傾向にあり、国内線においても、発
着回数、旅客数ともに概ねコロナ禍前の⽔準近くまで回復してきていること。また、成⽥空港内の店舗においても、営業を再開
する店舗も増え、売上も堅調に推移している状況から、2022年度をもって、⽀援措置を終了することとしました。

 緊急措置（2020年3⽉）から2022年度終了時までのトータルの⽀援⾦額は、1,635億円（⽀払猶予 1,395億円、減
免 240億円）となりました。

【航空会社・テナント等への⽀援措置について】

【国際線旅客施設使⽤料の改定について（2023年9⽉1⽇〜）】

改定後の単価
（税込み）

改定額
（税込み）料⾦種別

T1&2︓2,130円 ➡ 2,460円

T3 ︓1,040円 ➡ 1,370円
+330円国際線PSFC

T1-T3︓530円 ➡ 550円+20円国際線PSSC

エネルギー⾼騰

労務単価の上昇

諸物価⾼騰

 諸物価の⾼騰に伴い、国際線旅客サービス施設使⽤料（PSFC）及び旅客保安サービス料（PSSC）を改定いたします。
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Ⅴ. 参考資料
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2022年度 概括

■ 「株式会社Green Energy Frontier]
の設⽴(事業開始︓2023年4⽉1⽇)

 第3ターミナルエリア拡張、新アクセス通路供⽤

 国際航空貨物累計取扱量7,000万トン達成

8⽉ 9⽉ 1⽉ 3⽉4⽉

 セコム社製新型セキュリティ
ロボット”cocobo”導⼊

 国内初︕ハイドランドシス
テムへの国産SAF導⼊

 B誘導路
供⽤再開

■空港初!多⾔語案内サー
ビス「スマホでインターホン」
トライアル実施

成⽥空港のトピックス

 世界初︕「WHILL⾃動運転
モビリティサービス」とエレベーター
が連携した階層移動の実証
実験開始

 空港アクセスの新たなモビ
リティ・サービス（⽚道乗り
捨てレンタカーサービス)実
証実験開始

 1⽇あたりの⼊国者数の
上限を1万⼈程度まで
引き上げ

6⽉ 10⽉7⽉

 第3ターミナル新カーブサイド
での⾼速バス及びターミナル
連絡バスの運⾏開始

 1⽇あたりの⼊国者数の上限
を2万⼈程度まで引き上げ

 添乗員付きパッケージアーの
受け⼊れ開始

 1⽇あたりの⼊国者数の上限撤廃
 パッケージツアーに限定する措置を

解除(個⼈旅⾏の解禁)
 査証の措置免除の適⽤を再開

 1⽇あたりの⼊国者数の上限
を5万⼈程度まで引き上げ

 添乗員を伴わないパッケージ
ツアーの受け⼊れ開始
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【通期】航空機発着回数・航空旅客数推移（⺠営化以降）

航空機発着回数
（単位︓万回）

航空旅客数
（単位︓万⼈）

（年度）
（⾒通し）

18.7 18.8 19.1 19.4 19.1 18.7 19.1 18.7

21.2
22.6 22.8

23.5
24.6 25.2 25.7 25.8

10.6

13.8

17.8

24.0

17.4 17.5 17.7 18.1 17.8 17.2 17.2
16.4

17.3 17.8 17.8
18.4

19.3 19.9 20.4 20.3

8.6

10.4
12.5

19.0

1.2 1.3 1.3 1.3 1.4 1.5 2.0 2.3
3.9

4.8
5.1 5.2 5.2 5.4 5.2 5.6

2.1

3.4
5.2

5.0

3,512 3,467 3,534 3,539 

3,265 3,285 3,252 

2,885 

3,343 

3,604 3,531 

3,794 
3,962 

4,094 

4,318 

4,148 

325 

647 

2,052 

3,546

3,398 
3,356 

3,419 
3,416 

3,151 3,152 
3,083 

2,693 

2,971 
3,086 

2,930 
3,106 

3,241 
3,348 

3,587 
3,402 

127 
235 

1,356

2,783

114 111 115 123 113 133 169 193 
372 

518 
600 

689 721 746 731 746 

198 

413 

696 763
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航空機発着回数（全体） 航空機発着回数（国際線） 航空機発着回数（国内線）

航空旅客数（全体） 航空旅客数（国際線） 航空旅客数（国内線）



就航航空会社数・就航都市数（2023年 夏期スケジュール期初）
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11都市 11路線

旅客便︓ 8都市 8路線
貨物便︓ 3都市 3路線

ヨーロッパ⽅⾯

南北アメリカ⽅⾯

24都市 24路線

旅客便︓18都市 18路線
貨物便︓ 9都市 9路線

アジア・中東・オセアニア⽅⾯

65都市 65路線

旅客便︓ 56都市 56路線
貨物便︓ 22都市 22路線

アフリカ⽅⾯

1都市 1路線

旅客便︓ 1都市 1路線

⽇本国内

18都市 19路線

旅客便︓ 19都市 20路線

就航航空会社数及び就航都市数

119都市 120路線

旅客便︓101都市 102路線
貨物便︓ 34都市 34路線

88社

旅客便︓ 72社（うちLCC 19社）
貨物便︓ 24社（うち貨物専⽤運航 16社）

本資料は、2023年3⽉26⽇〜 4⽉8⽇(14⽇間)の定
期旅客便・定期貨物便実績値（速報値）に基づく。

※旅客便及び貨物便で就航都市（路線）に重複あり
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 IATAの最新 (2023年2⽉) の予測では、2024年に世界全体の旅客需要は2019年⽔準まで回復する
と⾒通している。

 アジア太平洋地域は最⼤の市場である中国の回復遅れの影響で、2025年に回復すると⾒通している。

【世界の航空需要 – 地域別の旅客数回復予測】

出典︓2023年2⽉ IATAリリース資料より

国際機関（IATA）の航空需要予測
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成⽥空港の更なる機能強化の概要

現在実施中の現地調査

埋蔵⽂化財調査 ⼟質調査及び測量調査 環境保全措置 ⽤地取得に向けた現地調査

 成⽥空港の更なる機能強化は、「B滑⾛路の延伸（滑⾛路⻑2500m⇒3500m）」、「C滑⾛路の新設（滑⾛路⻑3500m）」、
「夜間⾶⾏制限の緩和」の３つの⽅策により年間発着容量を現状の30万回から50万回に拡⼤するものである。

 2020年1⽉末に、国から航空法の許可を受け、現在は、2028年度末の供⽤に向けて、現地調査、準備⼯事等を実施している。



更なる機能強化事業の進捗等について①
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 更なる機能強化の滑⾛路整備計画について、地域の皆様、関係者の皆様にご理解を深めていただくために、2021年12⽉にパン
フレットを作成した。

 本格造成⼯事前の準備⼯事として、B滑⾛路延伸部は2022年10⽉19⽇より東関東⾃動⾞道（東関道）の切り回し道路⼯
事に着⼿し、C滑⾛路新設部は2023年度に⾼⾕川排⽔整備⼯事に着⼿予定。

 防⾳⼯事、移転補償、深夜早朝対策としての内窓設置等の環境対策も滑⾛路整備に遅れることなく着実に実施しているところ。

 B滑⾛路延伸は、供⽤中の東関道との交差が必要となる
ことから、東関道のトンネル化が必要。

 東関道を切回した上でトンネルを整備する必要があるた
め、2022年10⽉19⽇から準備⼯事として東関道切回
し道路の整備に着⼿。 （拡⼤図内⾚点線） 成⽥空港全景

Ｂ滑⾛路延伸部 計画平⾯（拡⼤）図



更なる機能強化事業の進捗等について②
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 C滑⾛路新設は、3,000万m3程度の⼤規模な造成⼯事
が必要。

 ⼤規模造成⼯事中においても⾼⾕川の機能が維持でき
るよう、準備⼯事として、2023年度に⾼⾕川の排⽔整
備⼯事に着⼿予定（拡⼤図内⾚点線）

Ｃ滑⾛路新設部 計画平⾯（拡⼤）図県
道
成
⽥
松
尾
線
及
ल

(

仮
称)

滑
⾛
路
横
断
道
路

成⽥空港全景

※ 更なる機能強化の詳しい概要や、環境対策・地域共⽣策などの取り組み、パンフレットの閲覧については、専⽤ウェブサイト
「成⽥空港の明⽇を、いっしょに」にて詳しくご紹介しています。
URL→ https://www.narita-kinoukyouka.jp/
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【通期】連結決算推移（⺠営化以降）

（単位︓億円）

（年度）

（⾒通し）

1,715 1,712 
1,843 

1,998 
1,894 

1,798 
1,878 

1,735 
1,892 

1,994 2,031 
2,184 2,174 

2,312 
2,497 

2,371 

718
829

1,313 

2,006

417 420 333 328 
234 213 

320 
213 

347 398 387 433 414 466 
558 

407 

-575 
-495 

-317 

53 

295 320 238 235 
141 125 234 

131 
275 333 333 385 372 432 

536 
391 

-573 
-504 -482 

19 64 147 117 109 
59 60 99 

35 
153 199 196 242 253 

359 357 
244 

-714 
-524 -502 

6 

(800)

(300)

200

700

1,200

1,700

2,200

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

営業収益 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益



400 

610 
530 

400 

590 

200 200 
150 

200 
154 

200 

100 
150 

262 
210 

7 

7 

7 

7 

7 

31 

407 

617 

537 

407 

597 

231 
200 

150 

200 

154 

200 

100 

150 

262 255 

384 

50 

154 

0

100

200

300

400

500

600

700
社 債 財政融資資⾦ ⻑期借⼊⾦ 政府借⼊（無利⼦）

※ 債券に関する償還額は、額⾯⾦額を記載。
※ 財政融資は総額4,000億円、返済⽅法は20年据置、以降10年元本均等返済。
※ 無利⼦貸付は満期⼀括償還で償還期限は30年。

38

債務償還の⾒通し（連結）

（単位︓億円） （2023年3⽉31⽇）

2041〜49年度の償還額︓396億円/年
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⻑期債務残⾼と平均⾦利の推移（連結）

3,459 3,489 
3,390 3,290 

3,690 3,950 
4,506 

4,000 
4,000 

4,000 

910 598 430 320 

83 76 

66 

53 

50 

204 

4,424 
4,088 

3,820 3,610 

7,773 
8,076 

8,776 

0.88%
0.83%

0.66%

0.55% 0.56%
0.50% 0.50% 0.40%

0.60%

0.80%

1.00%

1.20%

1.40%

1.60%

0

1,500

3,000

4,500

6,000

7,500

9,000

2016年度末 2017年度末 2018年度末 2019年度末 2020年度末 2021年度末 2022年度末

社債 財政融資資⾦ ⻑期借⼊⾦ 政府借⼊（無利⼦） 平均⾦利

※ 平均⾦利の算出にあたっては、無利⼦借⼊⾦を除く。

連結⻑期債務残⾼
（単位︓億円）

※
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財政状態（NAAグループ連結貸借対照表）

（2023年3⽉31⽇）

流動資産 4,169億円

有形固定資産 8,287億円

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
⼯具、器具及び備品
⼟地
建設仮勘定
その他

流動負債 1,508億円
※単位は億円未満切捨て

社債（1年超）
⻑期借⼊⾦（1年超）
その他

4,106億円
4,263億円

426億円

固定負債 8,795億円

無形固定資産 112億円

資産合計 12,657億円 負債・純資産合計 12,657億円

純資産
2,354億円

資本⾦
資本剰余⾦
利益剰余⾦
その他包括利益

⾮⽀配株主持分

⾃⼰資本⽐率
18.0％

1,197億円
619億円
459億円
△3億円

82億円

3,482億円
353億円
153億円

3,650億円
640億円

8億円

社債（1年内）
短期借⼊⾦
⻑期借⼊⾦（1年内）
その他

400億円
600億円

7億円
501億円

【⻑期債務残⾼】
有利⼦債務

社債 4,506億円
⻑期借⼊⾦ 4,066億円

無利⼦債務
⻑期借⼊⾦ 204億円

計 8,572億円

計 204億円
合計 8,776億円

投資その他 88億円



社債の発⾏実績

※ 成⽥国際空港株式会社法第７条に基づく※ 成⽥国際空港株式会社法第７条に基づく
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償還⽇発⾏⽇JGBスプレッド（bp）応募者利回り（％）発⾏価格（円）利率（％）年限（年）発⾏総額（億円）回 号
2014.12.192005. 3. 9T+171.57399.971.57010500第1回
2015.12.182006. 3. 8T+151.66599.951.66010300第2回
2016.12.202007. 2.21T+191.92899.931.92010300第3回
2017.12.202008. 2.20T+241.70299.981.70010300第4回
2018. 8.202008. 8.20T+251.73599.951.73010100第5回
2019. 2.202009. 2.20T+491.80999.921.80010400第6回
2019. 9.252009. 9.25T+161.474100.01.47410200第7回
2020. 2.102010. 2.10T+221.562100.01.56210200第8回
2021. 2.192011. 2.21T+141.477100.01.47710100第9回
2021. 9.172011. 9.20T+91.094100.01.09410200第10回
2022. 2.182012. 2.20T+121.067100.01.06710200第11回
2022. 9.202012. 9.20T+60.879100.00.87910100第12回
2023. 2. 82013. 2. 8T+70.802100.00.80210200第13回
2023. 7.242013. 7.24T+80.894100.00.89410100第14回
2024. 2.202014. 2.20T+120.739100.00.73910200第15回
2024.10.282014.10.28T+80.570100.00.57010200第16回
2025. 2.202015. 2.20T+130.489100.00.48910250第17回

 普通社債（⼀般担保付※ ）

償還⽇発⾏⽇JGBスプレッド（bp）応募者利回り（％）発⾏価格（円）利率（％）年限（年）発⾏総額（億円）回 号
2015. 2.272005. 2.28ー1.37399.351.310171.11第1回
2016. 2.222006. 2.22ー1.600100.01.610148第2回

 政府保証債

第1回、第2回は財投機関債



社債の発⾏実績
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償還⽇発⾏⽇JGBスプレッド（bp）応募者利回り（％）発⾏価格（円）利率（％）年限（年）発⾏総額（億円）回 号
2025.10.302015.10.30T+230.556100.00.55610160第18回
2026. 2.182016. 2.18T+230.275100.00.27510200第19回
2026. 8.212016. 8.23T+200.105100.00.1051050第20回
2036. 8.222016. 8.23T+140.427100.00.42720100第21回
2026.12.162016.12.16T+170.230100.00.23010100第22回
2036.12.162016.12.16T+130.677100.00.67720100第23回
2027.12.172017.12.18T+200.250100.00.25010100第24回
2037.12.182017.12.18T+100.671100.00.6712050第25回
2028. 3.102018. 3.12T+200.250100.00.25010130第26回
2038. 3.122018. 3.12T+100.657100.00.6572050第27回
2023.10.202018.10.22ー（※）0.050100.00.050550第28回
2028.10.202018.10.22T+17.50.319100.00.31910100第29回
2038.10.222018.10.22T+11.50.770100.00.7702050第30回
2024. 1.292019. 1.29ー（※）0.050100.00.050550第31回
2029. 1.292019. 1.29T+20.50.220100.00.22010100第32回
2039. 1.282019. 1.29T+11.50.599100.00.5992050第33回
2029. 9.192019. 9.19ー（※）0.080100.00.08010100第34回
2039. 9.162019. 9.19ー（※）0.270100.00.2702050第35回
2030. 1.292020. 1.29T+19.50.200100.00.20010100第36回
2040. 1.272020. 1.29T+11.50.424100.00.4242050第37回
2030.10.282020.10.28T+17.50.195100.00.19510150第38回
2035.10.262020.10.28T+16.50.409100.00.40915150第39回
2038.10.282020.10.28T+17.50.529100.00.5291850第40回
2040.10.262020.10.28T+17.50.575100.00.57520150第41回
2022. 9.162021. 9.16ー（※）0.001100.00.0011150第42回

（※）絶対値でのプライシングを実施



社債の発⾏実績
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償還⽇発⾏⽇JGBスプレッド（bp）応募者利回り（％）発⾏価格（円）利率（％）年限（年）発⾏総額（億円）回 号
2026. 9.162021. 9.16ー（※）0.050100.00.0505150第43回
2031. 9.162021. 9.16T＋14.50.185100.00.18510100第44回
2027. 2.102022. 2.10ー（※）0.090100.00.0905100第45回
2032. 2.102022. 2.10T＋130.304100.00.30410100第46回
2041. 2. 82022. 2.10T＋13.50.687100.00.6871960第47回
2025. 8. 82022. 8.10ー（※）0.190100.00.1903170第48回
2027. 8.102022. 8.10T＋280.261100.00.2615130第49回
2032. 8.102022. 8.10T＋310.500100.00.5001087第50回
2039. 8.102022. 8.10T＋290.978100.00.9781773第51回
2025. 1.312023. 2. 2T＋290.281100.00.2812160第52回
2028. 2. 22023. 2. 2T＋340.504100.00.5045230第53回
2033. 2. 22023. 2. 2ー（※）0.900100.00.9001067第54回
2040. 2. 22023. 2. 2ー（※）1.500100.01.5001789第55回

（※）絶対値でのプライシングを実施
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経営理念

経営ビジョン

NAAは、国際拠点空港としての役割を果たし、
グローバルな航空ネットワークの発展に貢献する、世界トップレベルの空港を⽬指します。

1．安全を徹底して追求し、信頼される空港を⽬指します

2．お客様の満⾜を追求し、期待を超えるサービスの提供を⽬指します

3．環境に配慮し、地域と共⽣する空港を⽬指します

4．効率的で透明性のある企業活動を通じ、健全経営とさらなる成⻑を⽬指します

5．鋭敏な感性を持ち、柔軟かつ迅速な⾏動で、社会の期待に応えます
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 本資料は、当社の業績等について投資家の皆様に情報提供することを⽬的としたものであり、
債券の募集⼜は売出を意図したものではありません。

 本資料の内容については、将来の予測や⾒通しに関するものが含まれておりますが、こうした将
来の予測等には不確定な要因を含んでおり、将来の業績等を保証するものではありません。

 将来の業績等については、様々な要因により変化するものであることをご承知おきください。

成⽥国際空港株式会社 財務部 財務計画室
TEL︓0476（34）5838 同5489

終わりにあたって


